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大学教育評価をどうするか- 評価からFDへ- 問題提起 Ⅰ









マとする ｢全学テーマ別評価｣､学部 ･研究科等を単位とする ｢分野別教育評価｣及び ｢分野別研究評価｣の3区
分を設けている｡また､各区分の評価それぞれにおいても､活動を多面的に捉える必要から､区分の評価内容に即
して複数の評価項目を設定し､評価項目ごとの評価を実施している｡
③ 目的及び目標に即した評価
機構の実施する評価は､当該大学等の当該活動に関する目的 (全体的意図)及び目標 (具体的な課題)に即して
行っている｡目的及び目標は､各大学等の設置の趣旨､歴史や伝統､規模や資源などの人的あるいは物的条件､地
理的条件さらには将来計画などを考慮して､明確かつ具体的な形で各大学等において設定されるもので､この評価
における評価基準の役割を担っている｡
④ 自己評価と評価の対象時期
機構の評価は､国立学校設置法施行規則の規定の趣旨を踏まえ､対象大学等が行う自己評価結果を分析し､その
結果を踏まえて行っている｡評価は､大学等の現在の活動状況について､原則として過去5年間の状況の分析を通
じて評価を行っている｡
⑤ 実施のプロセス
評価は､大学評価委員会による基本方針の確定､それにもとづく当該の各専門委員会の設置に始まり､評価項目
等の具体的な評価内容及び方法の決定､設置者 (文部科学省)からの評価の要請､各大学等による自己評価､自己
評価書の分析及び訪問調査 ･ヒアリング､評価結果に対する各機関からの意見の申立てがあった場合の対応を経て､
大学評価委員会で評価報告書として確定する｡
⑥ 評価の結果の記述
評価結果は､評価項目ごとに､各大学等の設定した目的及び目標に即して､｢特に優れた点及び改善点等｣につ
いてその根拠とともに記述する他､目的及び目標に照らして､どの程度の状況にあるのかについて､以下のような
定型化された5種類の表現を用い､その水準をわかりやすく示す｡
･十分に貢献 (達成､機能)している
･おおむね貢献 (達成､機能)しているが､改善の余地もある
･かなり貢献しているが､改善の必要がある
･ある程度貢献 (達成､機能)しているが､改善の必要が相当にある
･貢献しておらず (達成､整備が不十分であり)､大幅な改善の必要がある
⑦ 教育評価
教育評価は､分野別教育評価で実施されるとともに､全学テーマ別評価でもテーマとして取り上げられる場合が
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ある｡(例､教養教育)
分野別教育評価の項目
教育の実施体制
教育内容面での取組
教育方法及び成績評価面での取組
教育の達成状況
学習に対する支援
教育の質の向上及び改善のための取組
教養教育の項目
実施体制
教育課程の編成
教育方法
教育の効果
2.評価とFD
① 上記の例のように､｢外部評価｣といっても､評価に当たっては一般に自己評価を基礎とする｡そして､自己
評価の実施自体がFDの効果をもつ｡
教育課程や組織全体としての目的､目標の明確化とそれに沿った取組､成果
個人レベルの目的､目標の明確化とそれに沿った取組､成果
② 自己評価のもつFD効果を高めるためには､自己評価の意義と方法に関するFDが重要な意味を持っ｡
教育課程や組織全体としての評価
個人レベルの評価
③ 自己評価､外部評価結果を受け止め､改善に結びつけるためのFD
教育課程や組織全体での開発
個人レベルの開発
規制改革の推進に関する第 1次答申
平成13年12月11日
総合規制改革会議
イ 大学における教員評価の導入 【平成15年度中に措置】
各大学における個々の教員の目標設定､設定目標に対する評価システムの構築や､実績に応じた評価基準及び審査
方法の確立､評価を実行するための大学におけるマネジメント改革など､各大学において､適切に教員評価を実施す
るべきである｡このため､教員評価を(1)イで示す継続的な第三者による評価認証 (アクレディテーション)における
評価項目の一つとして取り入れることも考えられる｡
大学教員に対する制度的な評価は､これまで採用と昇任時に教授会によって行われるもの､あるいは大学や学部
の新設の際に大学設置 ･学校法人審議会で行われるというものに限定されてきたが､大学の機能が量質ともに拡大
し､その優劣が個人や社会にとって重要性を増してくるに伴い､社会は教員がその責任を果たしているのかの立証
を求めるようになってきた｡そして､何よりも大学の活性化自体のために､教員の活動の評価を適正かつ組織的に
行うことが､各大学において必要となってきている｡
教員の活動を評価するに当たっては､教育研究のみならず大学運営や社会活動など教員の活動領域の全般を見据
えたものでなければならないし､またそれぞれの大学の使命､役割と､その中でのそれぞれの教員の役割や個人的
な発展の方向と関係付けての評価が必要である｡すなわち､一律の外的基準を設けて評価するという方法は､教員
の専門性の高さや職務の多様さ､評価に要するコスト､指標の妥当性の限界など､いずれの面からも無理があるで
あろう｡そして､どの側面の評価においても適正な評価が証拠に基づいて実施されていなければならず､評価結果
を適切に反映できる処遇システムも必要となってくる｡
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このような大学における教員の評価システムを構築するに当たっては､その前提となる組織 (大学､学部､学科)
の使命の明確化と､教員を評価する体制づくりが必要となる｡一つの大学の中でも､基礎学術系学部とビジネスス
クールなど職業系学部では､組織の目指している目標はおのずと異なってくるものである｡各大学においては､こ
のような多様性を考慮した強力な評価体制を整えることが必要である｡
ウ 国立大学の法人化に関する方向性の確定 【平成13年度中に措置】
国立大学を早期に法人化するため､非公務員型の選択や経営責任の明確化､民間的手法の導入など平成13年度中に
国立大学改革の方向性を定めるべきである｡
国立大学を法人化することの意義は､これまで多重に規制に守られてきた国立大学制度に競争原理を導入し､個々
の大学に自律的で戦略的なガバナンスを確立することによって日本の大学において世界的水準の教育 ･研究が行わ
れるような環境を作り出すことにある｡
文部科学省に置かれる調査検討会議での検討をまとめた平成13年9月の中間報告では､教職員を公務員とするか
非公務員とするか等､幾っかの点については明確な結論を出していないところである｡例えば､大学や研究機関に
とっての ｢生命線｣は人材であるが､国立大学においては教職員が公務員であることによって自由な採用､能力や
実績に応じた処遇が行われにくい｡また､企業との兼業をしたりベンチャー企業を立ち上げたりすることなどに対
して制度的制約が存在しているなどの課題が指摘されている｡
独立行政法人においては､公務員型 ･非公務員型とも､給与 ･勤務条件について人事院のコントロールは受けな
いことになっており､現状の国立大学に比べると自由度が増すが､公務員型では依然としてその性質から一定の人
事管理上の制約がある｡こうした点も踏まえた上で､更に検討を行い､国立大学法人 (仮称)においては､最も重
要な人的資源の確保のため､給与､定員､兼職 ･転職､休職､採用手続などに関して､当該組織が自律的に決定す
ることができる制度設計としていくことが必要である｡
また､職員の身分のほか､国立大学法人 (仮称)における運営組織や民間的手法の導入の具体的な姿等､壊人化
に向けて更に整理を要する課題が存在する｡
このため､国立大学を早期に法人化できるよう､平成13年度中には調査検討会議においてこれらの課題を整理し､
その方向性を定めるべきである｡
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